
◆ 自立的で住民 に開かれ た議 会 を 目指 して・ 資料

O日 本 国憲法 (抄 )

第四章 国会

第 41条  国会は、口権の最高機関であつて、国の唯―の立法機関である。

第互章 内閣

第 65条  行政権は、内Fllに 属する。

第 66条  内 /11は 、法律の定めるところにより、その首長たる内門総理大臣及びその他の国務大

■でこれを組織する。

2 内閣総理大IIその他の国務大には、文民でなければならない。

3 内閣は、行政権の行使について、国会に対し連持して寅社を負ふ。

第 67条  内囲総埋大臣は、国会議員の中から国会の議決で、これを指/TRす る。この指名は、他

のすべての案件に先だつて、これを行ふ。

第 68条  内lJll総理大臣は、国務大臣を任命する。但し、その過半数は、国会議員の中から避ば

れなければならない。

第人章 地方自治

第 92条  地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方白治の本音に基いて、法律でこれ

を定める。

第 93条  地方公共団体には、法律の定めるところにより、その議事機関として議会を設置する。

2 地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその他の丈員は、その地方公共団体

の住民が、直接これを選挙する。

第 94条  地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する椎能を有し、

法律の範囲内で条例を制定することができる。

第 95条  一の地方公共団体のみに適用される特別法は、法宥との定めるところにより、その地方

公共団体の住民の投票においてその過半数の同意を得なければ、国会は、これをHll定することが

できない。

O地方 自治法 (抄 )

第一編

第 1条の2 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政

を白主榊かつ総合的に実施する役割を広く挫うものとする。

2 14は、前項の規定の趣旨を達成するため、国においては国際社会における ll家 としての存

立にかかわる事務、全国的に統一して定めることが望ましい国民の諸活動若しくは地方白治に関

する基本的な準則に関する事務又は全ヨ的な規模で I.Lし くは全国的な視点に立つて行わなけねフ

ばならない施策及び事業の実施その他の国が本来果たすべき役割を重点的に担い、住民に身近な

行政はできる限り地方公共団体にゆだねることを基本として、地方公共同体との間で適切に役害1

を分1■するとともに、地方公共団体に関する制度の策定及び施策の実施に当たつて、地方公共団

体の自主性及び白立性が十分に発揮されるようにしなければならない。

第 1条の3 地方公共団体は、普通地方公共団体及び特別地方公共団体とする。

2 普通地方公共同体は、都道府県及び市‖町
Ⅲ
村とする。

3 特別地方公共団体は、特別 X、 地方公共1』体の組合及び財産区とする。



第 2条  地方公共lNll体 は、法人とする。

2 普通地方公共』体は、地域における事務及びその他のす務で法律又はこれに基づく政令に

より処理することとされるものを処理する。

3 市‖l lNlは 、基礎的な地方公共団体として、第 5項において都道府県が処4!す るものとされ

ているものを除き、一般的に、前項の事務を処理するものとする。

4 市町村は、前項の規定にかかわらず、次項に規定する事務のうち、その規模又は性質にお

いて一般の市剛」村が処理することが適当でないと認められるものについては、当該市叫付の規模

及び能力に応 じて、これを処理することができる。

5 都道府県は、市町村を包括する広岐の地方公共団体として、第 2項の事務で、広J成にわた

るもの、市町村に 131・け る連絡‐
JE9整に関するもの及びその規模又は性質において―一般の市町INIが処

理することが適当でないと認められるものを処理するものとする。

6 都道府県及び市W」 lhJ斗ま、その事務を処理するに当つては、lfg互 に競今 しないようにしなけ

ればならない。

第二章 住民

第 10条  市旧
]‐村の区城内に住所を有する者は、当該市‖

]‐村及びこれを包括する都道府県の住民

と

'ネ

る。

2 住民は、法律の定めるところにより、その属する半通地方公共団体の役務の提供をひとし

く受ける権利を有 し、その負担を分任する税務を負 う。

第 ■ 条  日本国民たる普迪地方公共団体の住民は、この法律の定めるところにより、その属す

る普通地方公共団体の選挙に参与する権利を有する。

第 12条  日本国民たる普通地方公共団体の住民は、この法律の定めるところにより、その属す

る普通地方公共団体の条例 (地方税のは課徴収並びに分担金、使用料及び手数料の徴収に関する

ものを除く。)の市1定又は破廃を請求する権利を有する。

2  日本国民たる普通地方公共団体の住民は、この法律の定めるところにより、その属する半

通地方公共団体の事務の監査を請求する権利を有する。

第 13条  日本 ヨl_tた る普通地方公共団体の住民は、この法律の定めるところにより、その属す

る半通地方公共|』体の議会の解散を請求する権利を有する。

2  日本国民たる普通地方公共団体の住民は、この法律の定めるところにより、その属する普

通地方公共団体の議会の議員、長、lill知事若 しくは脚1市旧rlNl lk、 選挙竹FF委員若 しくは監査委員

又は公安委員会の委員のllT職 を請求する椎利を有する。

3  日本国民たる普通地方公共団体の住民は、法律の定めるところにより、その属する普通地

方公共団体の教育委員会の委員の解llhを 詰求する糀利を有する。

第二章 条例及び規則

第 14条  甘通地方公共 』体は、法令に違反 し/1Nい限 りにおいて第 2条第 2項の事務に閉し、条

例を制定することができる。

2 普通地方公共団体は、義務を課 し、又は権利をlll限 するには、法令に特別の定めがある場

合を除くほか、条例によらなければならない。

3 普通地方公共団体は、法令に特川Jの定めがあるものを除 くほか、その条例中に、条例に違

反 した者に対 し、2年以下の懲役若 しくは禁鋼、100万 円以下の罰金、拘留、科料若 しくは没収

の刑又は 5万円以下の過料を科する旨の規定を設けることができる。

第二節  〔議会の〕権限



第 96条  普通地方公共|』体の議会は、次に掲げる事件を議決 しなければならない。

一  条例を設け又は改廃すること。

二  予算を定めること。

三  決算を認定すること。

四  法律又はこれに基づく政令に規定するものを除くほか、地方税の賦課徴収又は分担金、使

用料、珈1入金を しくは手数料の徴H又 に関すること。

工  その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定める契ねを締結すること。

六  条例で定める場合を除くほか、財産を交換 し、出資の目的とし、若 しくは支払手段 として

使用 し、又は油Iな対価なくしてこれを譲波 し、若 しくは貸し付けること,

七  不動産を信託すること。

人  前 2号に定めるものを除くほか、その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例

で定める財lliの 取得又は処分をすること。

九  負担伺きの寄附又は贈与を受けること。

十  法網1若 しくはこれに基づく政令又は条例に特別の定めがある場合を除くほか、確れIを放莱

すること。

十一  条例で定める Ifl‐要な公のllL設 につき条例で定める長期かつ独占的な利用をさせること。

十二  <略 >

十三  法律上その義務に属する損害員を4・Iの額を定めることっ

十1q 普通地方公共団体の区城内の公共的団体等の活動の総合調整にFIlす ること。

十五  その他法律又はこれに基づく政令 (こ れ らに基づく条例を含む。)に より議会の確限に

lfAす る事項

2 前項に定めるものを除くほか、苦過地方公〕(団体は、条例で普通地方公共団体に関する事

件 (法定受託事務に係るものにあつては、国の安全に関することその他の事山により議会の議決

すべきものとすることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。)につき議会の議決す

べきものを定めることができる。

第二節 招集及び会期

第 101条  ・W」 通地方公共団体の
I・L会 は、普通地方公共団体の長がこれを17E集 する。

2 議長は、議会運営委員会の議決を経て、当該普逓地方公共同体の長に対 し、会議に付溢す

べき事件を示 して臨時会のIrH集 を請求することができる。

3 議員の定数の4分の 1メ上の者は、当該普通地方公共団体の長に対 し、会議に付議すべき

事件を示 して臨時会の招集を請求することができる。

4 前 2項の規定による請求があつたときは、当該普通地方公共団体の長は、請求のあつた日

から20日 以内に臨時会を1¶集 しなければならない。

5 第 2項の規定による詰求のあつた日から20H以 内に当該普通地方公共団体の長が臨時会

を相集 しないときは、第 1項の規定にかかわらず、議長は、Rll時 会を171集することができる。

第 115条  普通地方公共団体の議会の会議は、これを公開する。但 し、議lt叉は議員 3人以 上

の発説により、出席議員の 3分の 2以上の多数で議決 したときは、秘密会を開くことができる。

2 前項但普の議長又は議員の発議は、討論を行わないでその可否を決 しなければならない。

第 149条  普通地方公共団体の長は、概ね左に掲げる事務を担任する。

一  普通地方公共同体の議会の議決を経べき革件につきその議案を提出〕
~る

こと。

二  予算を訓製 し、及びこれを執行すること。



こ

と

四

五

六

七

人

九

地方税をは課徴収し、分担金、使用料、加入金又は手抜料を徴収 し、及び過料を科するこ

決算を普遇 j・L方公共団体の議会の認定に付すること。

会計を監督すること。

財産を取得し、管理 し、及び処分すること。

公の施設を設置 し、管pllし 、及び廃止すること。

証著及び公文書類を保管すること。

前各号に定めるものを除く外、当該普通地方公共団体の事務を執行すること。

①  普通地方公共団体の構造

首長制 (多元主葉)

O 最近の地方議会に関する「地方自治法」の改正

1999′ F7月

は)織貝定数のにあ方 (法第90粂、91条 )

① 条例定数±1の単人

② 上lRttn」 の導入

③ 人口に分の大括リイヒ

12)謝 貿の講茶攪‖要汁の緩和 (法第■2条 )

.P醜普鼻震岳垂臨齢瑞♀[I母¥借劾|に

① 譜員定数の「 8分の I以 にJか らH2分の 1以 上」に

鞘

年

晟与翻捌 卿 阿 ヒ碑 Юo知口知 3瑚 第ユ猟

Hll瑣 現分15項 )

●)t・ 兄蓉の ilttl■出 (法第99条 )

●)‖任委員会数の条lnl化 (法第109粂第 l Jll)

20021:3月

(1)議 員派Jmの rl1/化 (法第llllltt H分 12狽現第13工 )

2JJ4旬=5月
(1)識会の定初会の回数の条例イヒ (法第102粂第 2 1Jf)

2006年 5月

は)説長に識会詔朱講求稿のll与 (法第101奔第 2項 )

(か 議会に付frFl機関の釉度イ七 (法舛ll10条の 2)

協婆畳蟄催織褒鍵含縮身弩【態鶴絡粂舞;R8η
20084=6月

ll)企貝lyt議 会争のll度イヒ(法第100条 第123Jt)

(2'説 RIII副 の川たの整備 (法第ワ03粂 の2)

20■年 4月

|を1 彗是霊艶拿芳桝鉄供争簑ち卦談紺監ち誂充塩2頚 )

20]1年 5月

(ltJ方 公務貝等共音組合法)



○栗山町議会基本条例

平成18年 5月 18日 条例第「フ号

改正

平成pO年 3月 19日条例第19号

平成,0年 12月 18日 条例第33号

平成21年 3月 17日 条例第8号

平成,3年 3月 17日条例第10号

平成,3年 6月 22日 条例第16号

栗山町議会基本条例

栗山口J民 (収下「町民」という。)から選挙で選ばれた議員によリイ苗成される粟山町議会 (以下「訥会」という。)

は、同じく町民から選挙で選ばれた栗山町長 (以下「町長Jという。)と ともに、栗山町の代表機関を縞成する。この

2つの代表機関は、ともに町民の信託に応える活動をし、議会は多人数による合読制の機関として、また町長は独任制

して、それぞれの異なる特性をいかして、町民の意思を町政に的確に反酸させるために競い合い、協力し合し

ながら、栗山町としての最良の意思決定を導く共通の便命が課せられている。

議会が町民の代表機関として、地域における民主主義の発展と町民福祉の向上のために果たすべき役割は、将来にか

けてますます大きくなる。特に地方分椎の時代を迎えて、自治体の自主的な決定と責任の範囲/1k拡大した今日、議会

生二中 処二【生装瑳当暉こI髯蟹雙堅 決定、執行、.T価における論点、争点を広く町民に明らか

にする責務を有している。自由かつ達な訂議をとおして これら言鳥点、争点を発見、公開することは討論の広場である

議会の第一の使命である。

このような使命を達成するために本条例を制定する。われわれは、地方自冶法 (昭和力年法律第67号。塚下「法

律Jという。)が定める概括的な規定の連守とともに、積極的な情報の創造と公開、政策活動への多様な町民参加の推

進、議員間の自由な討読の展開、町長等の行政機関との持続的な緊張の保持、議員の自己研さんと資質の向上、公正性

と透明性の確保、前会活動を支える体制の整備挙について、この条例,E定める議会としての独自の議会運営のルールを

運守し、実践することにより、町民に信頼され、存在感のある、豊かな饒会を築きたいと思う。

第1章 目的

(目 的)

第1条 この条例Iよ、分権と自治の時代にふさわしい、口」民に身近な政府としての議会及び議員の活動の活性化と充実

のために必要な、前会運営の基本事項を定めること
'こ

よつて、町政の情報公開と町民参加を基本にした、栗山町の持

続的で豊かなまちづくりの実現に寄与することを目的とする。

第2章 議会 議員の活動原則

(議会の活Fyt原 則)

第2条 議会は、町民主稚を基礎とする町民の代表縄関であることを常に自覚し、公正性、透明性、信頼性を重んじた

町民に開かれた譲台及び町民参加を不断に推進する議会を目指して活動する。

2議会は、正冨」議長の選出に当たり、本会議IEおいてそれぞれの職を志願する者に対して所信を表明する機会を設

け、その選出の過程を町民に明らかにしをければならない。

3読会は、議会が、議員、田」長、町民等の交流と自由な討論の広場であるとの認識に立つて、その実現のために、こ

の条例に規定するもののほか、この条例をふまえて別に定める栗山町議会会議規則 (昭和63年規民」第1号)の内容

を継続的に見直すものとする。

4議長は、別に定める粟山町議会傍隠規則 (平成2年規則第1号)に定める町民の傍聴に関し、傍蔭者の求めに応じ

て読緊の響説に用いる資料等を提供するなど、町民の傍聴の意欲を高める議会運営に努める。

5議会は、会税を定刻に開催するものとし、会議を休憩する場合には、その理由及び再開の時刻を傍聴者に説明する

よう努める。

(議員の活動原只1)



第3条 議員は、議会が言論の府であること及び合号色制の機関であることを十分に認識し、議員本R互間の自由な討議の

推進を重んじなければならない。

2議員は、町政の課題全般について、課題別及び地域別等の町民の意見を的確に把握するとともに、自己の能力を高

める不断の研さんによつて、田」民の信託に応える活動をするものとする。

3議員は、個別的な事案の解決だけでなく、蝉 祉の向上を目指して活動しなければならない。

第3章 町民と議会の関係

(町民参加及び町民との連携)

第4条 議会は、議会の活動に関す角情報公開を徹底するとともに、町民に対する説明買任を十分に果たさなければな

らない。

2議会は、本会議のほか、中 を原則公開するとともに、議会主催の一般会議を設置するなど、

会期中又は開会中を問わず、四丁民が議会の活動IE参加できるような措置を舗じるものとする。

3議会は、常任委員会、特別委員会等の運営に当たり、参考人制度及び公疏会制度を十分,ご 活用して、町民の専門的

又は政策的識見等を議会の討読に反映させるものとする。

4議会は、 るとともに、その審議においては、これら遅塞蝉

聴く機会を設けなければならない。

5読全は、町民、町民団体、NPO等との意見交換の場を多様に設けて、議会及び議員の政策能力を強化するととも

に、政策提案の拡大を図るものとする。

6説全は、重要な議案に対する各議員の態度を読全広報で公表する等、議員の活動に対して町民の評価/」
N的確になさ

れるよう情報の提供に努めるものとする。

7議会,よ、議会モニターを設置し、町民から議会運営等に関する要望、提言その他の意見をFa取 し、議会運営に反映

させるものとする。

8:発会は、前 7項の規定に関する実効性を高める方策として、全弓鋭員の出席のもとに町民に対立る議会報告会を少な

くとも年1回開催して、議会の説明責任を果たすと|も に、これらの事項に関して町民の意見を聴取して議会運営の

改善を図るものとする。

9議会は、議会の権限に属する重要な議決事項IEつ き、必要があると認めるときは、当該事項に関する十分な情報公

開のもとに、町民tEよ る投票を行い、その結果を尊重して議決することができる。この場合において、田丁民による投

票に関する実施の要領は、別,こ 条例で定める。

第4章 町長と議会のPjg係

(町長等と議会及奇 義員の関係)

第5条 議会の本会議における議員と町長及び執行機関の職員 (以下「町長等」という。)の資疑応答は、広く町政上

の論点、争点を明確にするため、こ問一答の方式で行う。

2議長から本会議及び常任委員会、特別委員会への出席を要謂された町長等は、議員の質問に対堅 議長又は委員長

蜘 聾 と

(脚r長 による政策等の形成過程の説明)

第6条 町長は、議会に計画、政策、施策、事業等 (以下「政策等」_と いう。)生怪塞立るときは、襲

めるため、次に掲げる政策等つ決定過程を説明する杢う努めなければならない。

(1)政策等の発生源

(2)検討し上他の政策実等の内容

(3)他の自治体の類似する政策との比較検討

(4)総合計画における根拠又は位置づけ

(5)関 係ある法令及び条例等

(6)政策等の実施にかかわる財源措置

(7)将来にわたる政策等のコスト計算

⊇議会は、前項の政策等の提案を容議する,こ 当たつては、それらの政策等の氷率を高める観点から、立案、執行にお



ける論点、争点を明らかにするとともに、執行後における政策評価に資する審譲に努めるものとする。

(予算・決要における政策説明資料の作成)

第 7条 町長は、予算案及び決算を議会に提出し、議会の審議に付すに当たつては、前条の規定Iヽ 準じて、分かりやす

い施策別又は事業別の政策説明資料を作成するよう努めるものとする。

(法律第96集第2項の議決事項)

第 3条 法律第96条第2項の議会の議決事IHlこ ついては、代表機関である議会/」
h、 町政における重要な計画等の決定に

参画する観点と同じく代表機関である町長の政策執行上の必要性を上し較考量のうえ、次のとおり定めるものとする。

(1)栗 山町における総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想及び総合計画

(2)粟山田丁都市計画マスタ
=プ

ラン

(3)栗 山町住宅マスタープラン

(4)高齢者保健福祉計画・介讀保険事業計画

(5)次 世代育成支援行動計画

第 5車 自由討議の拡大

(自 由討議IEよ る合意形成)

第 9条 議会は、読員IEよ る討論の広場であることを十分IEE二識し 議長は、町長等に対する本会議等への出席要請を

必要最小限にとどめ、議員相互間の討説を中心に運営しなければならない。

2議会は、本会議、常任委員会、特別委員会等において、議員提出説案、町長提出議案及び町民提案等に関して谷説

し結論を出す場合、議員相互間の自由討議により評論を尽くし、全意形成に努yDる とともに、町民に対する説明黄任

を十分に果たきなければならない。

3議員は、別2項による議員相互問Q自 由討読を拡大するため、政蟹、条例、意見等の議案の提出を積極的に優つ よ

う努めるものとする。

第 6章 政務調査費

(政務調査費の交付、公開、報告)

第10条μ務調査費は、議員による政策研究、政策提言等F確実に実行されるよう、別に定める雲地匈議会政路調査当

の李付,E閥瞳墨基例 (平成14年条例第4,号)に基づき議員個人に対して交付するものとする。

2政務調査費の交付を受けた議員は、公正性、透明性等の観点に加え、その支出根拠/」
N議会の議決事項である予算に

依拠することから、町民等から疑義が生じないよう、議長に対して証票類を添付した報告書を提出するとともに、 1

年に 1回以上、政務調査費による活動状況を町民に報告しなければならない。

第 7章 議会改革の推進

(議会改革推進会議)

第H条 説会は、誦会改革に継続的に取り組むため、議員で構成する説会改革推進会議を設置する。

2議会は、必要があると認めるときは、前項の議会改革lt進会議に学訓経験を有する者等を補成長として加えること

ができる。

(交流及び連携の推進)

第 1⊇条議会
`よ

、他の自治体の議会との交流及び連携を推進するため、独自に又は共同して、分権時代にふさわしい誘

会の在り方についての調査研究等を行うものとする。

(議会モニターの設置)

第13条 ξ亀会は、円滑かつ民主的なξ義会運営等を推進するため、議会モニターを設置するものとする。

2前項の議会モニターに関し必要な事項は、議長が別に定める。

第 8草 説会・議会事務局の体制整備

(委員会等の適切を運営及び一般会議の設置)

第14集 議会は、社会、経済情勢等により新たに生じる行政課題に適切かつ迅速に対応するため、常任委員会、特別委

員会等の適切な運営により機動力を高めなければならない。

2説会は、法律により活動が怖1限されている常任菱員会、特別委員会等の制約をこえて、町政の諮課題に柔軟に対処



するため、田」政全般にわたつて、議員及び町民が自由に情報及び意見を交換する一般会議を謹要するものとすo。

(調査機関の設置)

第15条 議会は、町政の課題に関する調査のための必要があると認めるときは、議決により、学識経験を有する者等で

橋成する調査機関を設置すること/DNできる。

2:鏡会は、必要があると認めるときは、前項の調査機関lt議員を構成員として加えることができる。

3第 1項の調査機関に関し必要な事項は、議長が別に定める。

(議会サポーターの協力)

第16条 議会及び議会事務局は、広く英無を結集して活動をするため 町内外から自ユ的を協力者 (以下「議会サポー

ターJという。)を募り、その協力を得ること/」
Nできる。

23霊会サポーターの氏名は公開し、その協力活動は原則として無償とする。

3前 2項のほか、議会サポーターに関し必要な事項は、議長が別に定める。

(議会図善室の設置、公開)

第17条 議会,よ、議会図書望を設置するとともに、これを議員のみならず、Frr民 、町職員の利用
'E供

するものとする。

(議会事務局の体制整備)

第18条 説会は、議会及び議員の政策形成・立案機能を高めるため、議会夢務局の調査・法務鵜能を積極的に強化す

る。なお、当分の間は、執行機関の法務機能の活用、職員の併任等を考慮するものとする。

(議員研修の充実強化)

第19条 議会は、議員の政策形成及び立案能力の向上等を図るため、議員研修の充実強化を図り、この条例の理念を議

員
`E漫

透させるよう努めるものとする。

2議会は、議員研修の充実強化に当たり、広く各分野の専P3家、町民各層等との議員研究会を積極的に開催するもの

とする。

(議会広報の充実)

第20条 議会は、町政に係る重要な情報を、議会独自の視点から、常lt町民に対して周畑するよう努めるものとする。

2議会は、情報技術の発達をふまえた多様な広報手段を活用することltよ り、多くの田」Rが読会と町政liPal心を持つ

よう議会広報活動に努めるものとする。

第9章 説員の身分・待迎、政治倫理

(誨員定数)

第21条 議員定数は、別に条例で定める。

2議員定数の改正に当たつては、行財政改革の視点だけでなく、町政の現状と課題、将来の予測と展望を十分に考慮

するとともに、議員活動の評価警に関して町民の意見をIfa取 するため、参考入制度及び公聴会制度を十分に活用する

ものとする。

3ξ勇員定数の条例改正案は、法律第74条第1項の規定による町民の直接請求があつた場合を除き、改正理由の説明を

付して必ず議員が提案するものとする。

(議員報酬)

第22条 議員報酬は、別に条例で定める。

2議員報酬の改正に当たつては、行財政改革の視点だけではなく、町政の現状と課題、将来の予測と展望を十分に考

慮するとともIE、 議員活動の評価等に関して町民の意見を聴取するため、参考人制度及び公聴会常1度 を十分に活用す

るものとする。

3調員報酬の条例改正案は、法律第74条第1項の規定による町民の直接請求があつた場合を除き、改正理由の説明を

付して必ず議員が提案するものとする。

(議員の政治倫理)

第23条 議員は、町民全体の代表者としてその倫理性を常lt自 覚し、自己の地位に基づく影響力を不正IE行使すること

によって、町民の疑惑を招くことのないよう行動しなければならない。

第10章 最高規範性及び見直手続



(民高規範性)

第24条 この条例は、議会運営における最高規範であつて、議会は、この条例に違反する議会の条例、規則、規程等を

制定してはならない。

2編勇会は、議会に関する日本回憲法、法律及び他の法令等の条項を解釈し、運用する場合においても、この条例に照

らして判断しなければならない。

(議会及び議員の受務)

第25条 議会及び議員は、この条例に定めるIB念及び原則並びにこれらに基づいて制定される条例、規則、規程等を運

守して;勇会を運営し、もつて町民を代表する合説制の機関として 町民に対する責任を果たさをければならない。

(見直し手続)

第?6条 議会
'よ

、一般選挙を経た任期開始後、できるだけ速やかに、この条例の目的が達成されているかどうかを偏舗会

運営委員会において検討するものとする。

2誦会は、前項による検討の結果、制度の改善が必要な場合は、この条例の改正を含めて適切な措置を請じるものと

する。

3議会は、この条例を改正する場合には、金議員の賛同する改正案であつても、本会議ltおいて、改正9理由及び背

景を詳しく説明しなければならない。

Hl則

この条例は、平成18年 5月 18日から施行する。

Vl則 (平成20年条例第19号 )

この条例は、平成20年 4月 1日 から施行する。

fI」 則 (平成20年条例第33号 )

この条例は、平成21年 1月 1日 から施行する。

附民」(平成21年条例第3号 )

この条例は、平成⊇1年 4昂 1日 から施行する。

附則 (平成23年条例第10号 )

この条例は、平成23年 5月 1日 から施行する。

附則 (平成23年条例第16号 )

この条例は、地方自治法の一部を改正する法律 (平成23年法律第35号)の施行の日から施行する。


